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東京商工会議所品川支部では、毎年、中小企業振興施策に関する要望を

とりまとめており、品川区および東京都、国の中小企業支援施策に対す

る要望策定に活かすことを目的とする。

東京商工会議所品川支部会員事業者 １６４０事業所

２０２３年１２月２２日～２０２４年１月１９日

８８件（回答率５.４％）

調査概要

調査目的：

調査対象：

調査期間：

回答数：

【業種】回答企業の属性： 【従業員数】

１

製造業, 

26.1%

建設業, 

19.3%
卸売業, 

13.6%

小売業, 5.7%

サービス業, 

35.2%

５人以下, 

19.3%

６～２０人, 

27.3%
２１～

５０人, 

23.9%

５１～１０

０人, 5.7%

１０１人以

上, 23.9%
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＜問１＞２０２３年１ー１２月の業績見込み

業績見通し（2023年、2024年）

＜問２＞２０２４年１ー１２月の業績見込み

回答数＝88

【単一回答】 【単一回答】

２

回答数＝88

大幅悪化の

見込み, 

1.1%悪化見込

み, 14.8%

前期（2022年1‐12月

期）と同水準, 50.0%

好転見込

み, 33.0%

大幅好転の

見込み, 

1.1%

大幅悪化の

見込み, 

2.3%悪化見込み, 

13.6%

今期（2023年1‐12月

期）と同水準, 62.5%

好転見込み, 

21.6%

大幅好転の

見込み, 

0.0%
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＜問３＞現在抱えている経営課題

経営課題

回答数＝88

【上位３つまで】

３

2.3%

1.1%

3.4%

6.8%

8.0%

10.2%

10.2%

11.4%

14.8%

15.9%

22.7%

22.7%

23.9%

27.3%

34.1%

62.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

特になし

その他

為替への対応

賃金水準の見直し

事業承継

原材料・部品・商品の調達難

デジタル化・DX

業態転換・新規事業・新商品開発

資金繰り

価格転嫁

時間外労働の上限規制の適用 

販路開拓

同業者間の競争激化

人件費の上昇

原材料・部品・商品の調達コストの増加

人手不足・人材採用
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＜問４＞利用もしくは利用を予定した支援制度の利用状況

支援制度 利用状況

回答数＝44

【複数回答】

４

2.3%

2.3%

2.3%

4.5%

4.5%

6.8%

9.1%

9.1%

11.4%

11.4%

13.6%

13.6%

25.0%

25.0%

25.0%

43.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

その他

躍進的な事業推進のための設備投資支援事業（都）

納税の猶予の特例（特例猶予）（国）

持続化補助金（国）

DX・デジタル技術活用推進事業（品川区）

テレワーク促進助成金（都）

事業再構築補助金（国）

新規事業展開支援助成（品川区）

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（国）

事業PR・販売促進支援助成（品川区）

制度融資（都）

展示会出展助成事業（都）

セーフティネット保証

日本政策金融公庫（中小事業・国民生活事業）の融資制度

IT導入補助金（国）

制度融資（品川区）
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＜問５＞今後期待する税制に関する改善拡充について

今後期待する税制改善拡充

回答数＝79

５

0.0%

3.8%

3.8%

5.1%

8.9%

12.7%

12.7%

12.7%

15.2%

25.3%

27.8%

31.6%

40.5%

51.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

外形標準課税（現在は大手企業のみ課税）

地方税関連（外形標準課税を除く）

M&A関連税制

カーボンニュートラル関連

固定資産税の負担調整措置

少額減価償却資産の損金算入

研究開発税制

交際費課税の特例

消費税関連

賃上げ促進税制

事業承継税制・相続税関連

インボイス制度

法人税

【上位３つまで】
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＜問６＞今後期待する支援策について

今後期待する公的支援制度

回答数＝79

６

【複数回答】

2.5%

1.3%

5.1%

8.9%

17.7%

20.3%

21.5%

25.3%

29.1%

36.7%

38.0%

46.8%

54.4%

57.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

支援策に関するセミナーや説明会、相談窓口の充実

消費喚起に対する支援

海外展開に対する支援

公的手続きの完全オンライン化

販路開拓に関する補助金、助成金等

金融支援策（融資要件の緩和、優遇の継続）

物価高騰に対する支援

デジタル化・DXに関する補助金、助成金等

人材育成に関する補助金、助成金等

設備導入に関する補助金、助成金等

雇用に関する補助金、助成金等

人材採用に関する補助金、助成金等

税制優遇の拡充
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【支援施策】

⚫ 補助金等の支援施策が複雑すぎると感じる。また、補助金の種類が多すぎて、どれを活用すれば
良いか分からない。（卸売業）

⚫ 各種助成金や補助金における申請手続きにおける確認書類の簡素化と、必要書類の選定を行って
もらいたい。（製造業、卸売業、建設業 他）

⚫ 毎年継続的に新規販路開拓への支援は継続的に実施することが不可欠であり、販路開拓や展示会
出展等に対する支援は１年でなく継続的な支援をお願いしたい。（卸売業）

⚫ 助成金の条件面の見直しをするのは良いが、その際に周知を行ってもらいたい。また、補助金等
の条件面を厳しくすることは市場等を鑑みて慎重に検討してもらいたい。（サービス業）

⚫ 製造業主体の公的支援が多いので、他の業種への支援制度を拡充してほしい。（小売業）

【税制】

⚫ インボイス制度が複雑でわかりにくい。（サービス業）

⚫ インボイス制度について、請求書や領収書に記入するインボイス登録番号がどこに記入してある
のか探すのが大変であり、大きさや記入する位置を明確にして欲しい。（サービス業）

公的支援制度の拡充・改善希望

＜問７＞公的支援制度について、拡充・改善を希望する点

７
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【その他】

⚫ 災害時の支援について、不測の事態も想定したさらなる拡充を要望する。（製造業）

⚫ 取引先からカーボンニュートラルへの取り組みを進めるよう指示されるケースがあった。そのた
め、カーボンニュートラルを進めるための支援を拡充してほしい。（製造業）

⚫ 物価のみが上昇しており、人件費値上げの圧力があるにも関わらず、事業者としてはテナントの
家賃を上げにくい状況や、建設費の高騰などによって建物の老朽化に伴う建替えが難しくなるな
ど、歪んだ経済状況になっているように感じる。中小企業の実情も踏まえたバランスを鑑みた政
策立案を望む。（小売業）

⚫ ネット関連の支援を拡充してもらいたい。（サービス業）

公的支援制度の拡充・改善希望

＜問７＞公的支援制度について、拡充・改善を希望する点

８
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＜問８＞人材不足の状況について

人材不足の状況について ９

回答数＝88

【単一回答】

非常に不足している, 

12.5%

不足している, 

62.5%

過不足はない, 

25.0%

過剰である, 0.0%
非常に過剰である, 0.0%
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＜問９＞人手不足による影響について

人材不足の状況について 10

回答数＝73

【複数回答】

27.4%

5.5%

4.1%

13.7%

30.1%

34.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

具体的な影響はない

その他

新規事業の立ち上げを見送った

事業の縮小・廃止（取扱商品・サービスの縮小、店舗の営業時間短縮・

受客抑制や事業所の一部閉鎖）

事業の拡大（新規顧客や新規市場の開拓）を見送った

事業運営の具体的な支障が生じている（納期遅れ、品質・サービスの低

下等）
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＜問１０＞取り組んでいるまたは予定の人材不足への対策について

人材不足の状況について 11

回答数＝70

【複数回答】

4.3%

2.9%

7.1%

12.9%

14.3%

21.4%

25.7%

28.6%

28.6%

31.4%

40.0%

41.4%

67.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他

事業の縮小・撤退

労働時間・残業時間の増加

外国人材の採用

高齢人材の採用

パートタイマーなど有期雇用社員の採用活動強化

社員の能力開発による生産性向上

業務プロセスの見直しによる業務効率化

IT化等設備投資による生産性向上

外注の拡大

定年の延長・再雇用

正社員の採用活動強化（新卒人材）

正社員の採用活動強化（中途人材）
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＜問１1＞取り組んでいるまたは予定の人材確保のための取り組みについて

人材確保の取り組みについて 12

回答数＝79

【複数回答】

0.0%

11.4%

17.7%

20.3%

29.1%

32.9%

35.4%

36.7%

41.8%

68.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他

兼業・副業の許可

多様で柔軟な時間設定による働き方の推進（フレックスタイム制等）

場所にとらわれない柔軟な働き方の推進（テレワーク等）

福利厚生の充実

ワークライフバランスの推進（残業時間の削減等）

オフィス・工場等、職場の環境整備

人材育成・研修制度の充実

人事考課・給与制度の見直し

賃上げの実施、募集賃金の引上げ
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＜問１２＞ＩＴツールの活用状況

ＩＴツールの活用について 13

回答数＝88

【単一回答】

①口頭連絡、電

話、帳簿での業務

が多い, 22.7%

②紙や口頭でのや

りとりをITに置き

換えている, 23.9%

③ITを活用して社

内業務を効率化し

ている, 47.7%

④ITを差別化や競

争力強化に積極的

に活用している, 

5.7%
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＜問１３＞ＩＴツールの活用によって１.「得られた効果」(左)、2．「今後期待する効果」(右)

【複数回答】

14

回答数＝1.得られた効果 80
2.今後期待する効果 81

ＩＴツールの活用について

80.0%

45.0%

28.8%

12.5% 10.0%
6.3% 5.0%

1.3%

84.0%

42.0%

12.3%

32.1%

18.5% 17.3% 19.8%

0.0%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

業
務
効
率
化

社
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
促
進

感
染
症
対
策
（
非
接
触
・
非
対
面
対
応
）

販
路
拡
大
、
顧
客
満
足
度
向
上

人
材
育
成
・
技
能
継
承

新
商
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
の
開
発

人
材
の
採
用
数
・
定
着
率
向
上

そ
の
他



Copyright (C) The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

＜問１４＞今後注力していきたいと考えている取り組み

今後注力していきたい取り組み

回答数＝84

【複数回答】

15

0.0%

3.6%

8.3%

8.3%

10.7%

14.3%

22.6%

25.0%

27.4%

29.8%

29.8%

32.1%

38.1%

47.6%

52.4%

52.4%

56.0%

58.3%

59.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

雇用の削減（正規・非正規）

環境関連の対応（カーボンニュートラル等）

海外展開

サプライチェーンの見直し

外国人材の雇用

事業承継

価格転嫁の推進

労務管理（テレワーク・時差出勤・副業など）

新規分野、新規事業への進出

経費の削減（人件費除く）

資金繰り、資金調達の強化

デジタル化・DX

新規販路開拓

既存事業の付加価値増大

採用強化

人材育成

業務の効率化

既存顧客への営業強化
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■ 主なご意見

【支援施策】

⚫ DXに伴う補助金を拡充してもらいたい。（サービス業）

⚫ DX化、カーボンニュートラルに対する取り組みが今後ますます重要になると思うので、広範
囲に利用できる資金支援を希望する。（サービス業）

⚫ 賃上げを行った企業に対する助成金等のさらなる拡充を要望してもらいたい。（サービス業）

【税制】

⚫ インボイス制度、電帳法はまともに行うとすれば、中小企業にとっては財政面、人員面で過大
な負担となる。電帳法は延期にするなど、国に対して負担軽減のための施策を行うように要望
してもらいたい。（卸売業）

⚫ インボイス制度はすべての日本企業の生産性を落として国際的な競争力を下げることになる。
短期的には税収はプラスとなるが、生産性がさらに落ちた結果として税収減少となると考える。
消費税の軽減税率を取りやめてインボイス制度は廃止してもらい、軽減税率の代わりとなるよ
うな消費者の生活を支える仕組みを考えるべきである。（卸売業）

【その他】

⚫ 子供子育てや介護にかかわるヘルパーの助成をお願いしたい。（サービス業）

その他ご意見について

＜問１５＞都政・区政・東商へのご意見、ご要望について

16
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